
　　目的

　　経緯

　　内容

　　効果

給与及び公共料金特別会計（以下「給公特会」）

給与及び公共料金に関する支出経理事務を集約することで効率的な事務遂行を
図る。

昭和47年度（1972年度）当初予算において公共料金特別会計を設置し、その後
昭和51年度（1976年度）に給与分を追加。また、平成19年度（2007年度）に嘱
託員費及び臨時職員費を追加し、令和2年度（2020年度）に会計年度任用職員
制度の導入に伴い、嘱託員費及び臨時職員費を会計年度任用職員費に変更し
た。

一般会計、各特別会計及び下水道事業会計に計上した給与費及び報酬、職員手
当等、共済費、旅費、電気・ガス・水道等・下水道・郵便・電話の各料金を一
括して再計上し、毎月この会計（予算）から支出

本来は各課で毎月行わなければならない支払い事務を削減

給公特会の支払事務の概略図

各課配当予算（原会計側）
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一般会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

母子・父子福祉資金特別会計

下水道事業会計

給与及び公共料金特別会計

職員費

会計年度任用職員費
④振替支出

③各課へ振替依頼

電気

ガス

水道等

下水道

郵便

電話

①請求

②支払

給与費

公共料金費

各課への振替依頼（＝立替払い分の清算）

→各課からの振替支出により給公特会の収支合致

請求に対する支払いを給公特会から行う

（＝立替払い）

①、②・・・毎月の事務（総務部総務課・労務課、契約資産部庁舎管理課による集中管理）

③、④・・・年度末のみの事務
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　歳入 （単位　千円）

1

2

給 与 振 替 収 入 31,957,875 29,728,912 2,228,963 7.5

款
令 和 6 年 度
（ 2024 ）

令 和 5 年 度
（ 2023 ）

増△減 増減率（％）

計 35,576,716 33,466,975 2,109,741 6.3

公 共 料 金 振 替 収 入 3,618,841 3,738,063 △ 119,222 △ 3.2

　歳出 （単位　千円）

1

2

給 与
振 替 収 入

公 共 料 金
振 替 収 入

31,957,875

款
令和6年度
（ 2024 ）

令和5年度
（ 2023 ）

増△減
増 減 率
（ ％ ）

令 和 6 年 度 （ 2024 ） 予 算 額 の 財 源 内 訳

給 与 費 31,957,875 29,728,912 2,228,963 7.5

公共料金費 3,618,841 3,738,063 △ 119,222 △ 3.2 3,618,841

31,957,875 3,618,841計 35,576,716 33,466,975 2,109,741 6.3
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歳　入

1　給与振替収入

31,957,875

前 (29,728,912)

比 <2,228,963>

3,618,841

前 (3,738,063)

比 <△119,222>

2　公共料金振替収入

（単位　千円）

計　上　額 説　　　　　　　　　　明
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歳　出

1 ○○
主な経費

職員費　　　 定年引上げに伴う定年退職者数の皆増　39人　9.0億円
期末勤勉手当の増　4.55→4.65か月　1.3億円

会計年度任用職員費 専門職の増　901→917人　0.7億円
アシスタント職の減　800→746人　△0.8億円
勤勉手当の支給開始に伴う皆増　6.6億円

専門職　4.3億円

アシスタント職　2.3億円

【スケジュール】

2

―
説明書
ページ

582～
585

事 務 事 業 名 給与費及び公共料金一括経理分
　総務部総務課・労務課、

契約資産部庁舎管理課

取組方針 ― 予算科目都市像 1 施策番号 6
重　点
テーマ

予算

令和6年度
（2024） 35,576,716 31,957,875 3,618,841 0

事業費 給与振替収入 公共料金振替収入

0

対前年 2,109,741 2,228,963 △ 119,222

令和5年度
（2023） 33,466,975 29,728,912 3,738,063

令和4年度決算
（2022）

32,730,733 29,654,784 03,075,949

0

0

（単位　千円）

　給与費
令和6年度（2024） 令和5年度（2023） 増△減

25,612,350 24,175,941 1,436,409
6,345,525 5,552,971 792,554

専門職 3,817,460 3,201,257 616,203
アシスタント職 2,528,065 2,351,714 176,351

31,957,875 29,728,912 2,228,963

区　　分
職員費
会計年度任用職員費

計

　職員数 （単位　人）

専門職
アシス
タント職

専門職
アシス
タント職

専門職
アシス
タント職

一般会計 2,533 44 185 810 720 2,500 43 261 796 774 33 1 △ 76 14 △ 54

国保特会 60 4 46 11 60 5 44 11 0 0 △ 1 2 0

後期特会 12 8 3 12 8 3 0 0 0 0 0

介護特会 62 2 49 12 62 2 49 12 0 0 0 0 0

母子・父子特会 1 1 0 0 0 0 0

下水道会計 37 1 3 36 2 3 1 0 △ 1 0 0

計 2,704 44 192 917 746 2,670 43 270 901 800 34 1 △ 78 16 △ 54

令和6年度（2024）

区　　分
一般職 任期付 再任用

会計年度任用職員

令和5年度（2023） 増△減

任期付 再任用
会計年度任用職員

一般職 一般職 任期付 再任用
会計年度任用職員

　公共料金費

小・中学校 道路 その他
電気使用料 1,809,322 1,960,016 △ 150,694 △ 211,144 △ 6,166 66,616
ガス使用料 366,393 405,664 △ 39,271 △ 30,070 △ 16 △ 9,185
水道等使用料 380,673 393,799 △ 13,126 △ 17,968 11 4,831
下水道使用料 261,882 273,682 △ 11,800 △ 10,062 7 △ 1,745
電話料 231,112 227,466 3,646 10,947 89 △ 7,390
郵便後納料 569,459 477,436 92,023 69 13 91,941

計 3,618,841 3,738,063 △ 119,222 △ 258,228 △ 6,062 145,068

区　　分
令和6年度
（2024）

令和5年度
（2023）

増△減
左の内訳
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